
●平成24年　36,775事業所 ●平成28年　35,366事業所 ●令和３年　32,839事業所

県内の事業所数と付加価値額の各状況、県人口の将来展望 参考資料１

事業所数

付加価値額

◆県内事業所の産業大分類別の付加価値額

産業大分類 事業所数
付加価値額

（単位：百万円）調査協力
事業所数

１事業所当たり
の付加価値額
（単位：万円）

合　計 36,775 32,172 950,796 2,955 
農林漁業 351 304 10,882 3,580 
鉱業、採石業、砂利採取業 31 27 5,467 20,248 
建設業 3,319 3,003 72,031 2,399 
製造業 2,419 2,174 97,379 4,479 
電気・ガス・熱供給・水道業 48 46 30,368 66,017 
情報通信業 256 236 24,319 10,305 
運輸業、郵便業 852 779 46,129 5,922 
卸売業、小売業 10,624 9,397 220,757 2,349 
金融業、保険業 677 632 82,959 13,126 
不動産業、物品賃貸業 1,691 1,444 17,996 1,246 
学術研究、専門・技術サービス業 1,067 935 20,615 2,205 
宿泊業、飲食サービス業 5,659 4,642 40,447 871 
生活関連サービス業、娯楽業 3,634 3,130 28,332 905 
教育、学習支援業 897 798 22,668 2,841 
医療、福祉 2,465 2,232 183,449 8,219 
複合サービス業 454 447 13,595 3,041 
サービス業（他に分類されないもの） 2,331 1,946 33,403 1,716 

事業所数
付加価値額

（単位：百万円）調査協力
事業所数

１事業所当たり
の付加価値額
（単位：万円）

35,366 32,968 1,081,895 3,282 

372 345 15,907 4,611 

24 23 4,165 18,109 

3,041 2,924 100,712 3,444 

2,351 2,239 110,786 4,948 

55 53 19,428 36,657 

229 210 24,348 11,594 

723 679 40,623 5,983 

9,926 9,353 223,721 2,392 

635 607 98,302 16,195 

1,543 1,396 27,503 1,970 

1,115 1,045 28,131 2,692 

5,427 4,906 48,404 987 

3,521 3,308 34,242 1,035 

915 841 30,397 3,614 

2,802 2,665 207,582 7,789 

462 461 25,015 5,426 

2,225 1,913 42,627 2,228 

H24経済センサス H28経済センサス

H24経済センサス H28経済センサス R3経済センサス（速報）

※ 付加価値額は必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計
※ 事業所数は当年6月1日現在の数値、付加価値額は前年１年間の数値
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農林漁業 351
建設業 3,319

製造業 2,419

情報通信業 256

運輸業、郵便業 852

卸売業、小売業 

10,624

飲食店・宿泊業 5,659

医療・福祉 

2,465

不動産業、物品賃貸業 

1,691

学術研究、専門・技術
サービス業 1,067

生活関連サービス
業、娯楽業 3,634

その他 4,438

農林漁業 372
建設業 3,041

製造業 2,351

情報通信業 229

運輸業、郵便業 723

卸売業、小売業 9,926

宿泊業、飲食サービス業 5,427

医療、福祉 

2,802

不動産業、物品賃貸業 

1,543

学術研究、専門・
技術サービス業 

1,115

生活関連サービス業、娯楽業 
3,521

その他 4,316
農林漁業 469

建設業 2,891

製造業 2,033

情報通信業 245

運輸業、郵便業 705

卸売業、小売業 8,728

宿泊業、飲食サービス業 4,655

医療、福祉 

2,884

不動産業、物品賃貸業 

1,473

学術研究、専門・
技術サービス業 

1,174

生活関連サービス業、娯楽業 
3,197

その他 4,385
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 県内の事業所数と付加価値額の各状況、県人口の将来展望
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2015年 2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年 2080年 2090年 2100年

（千人）

自然減の縮小や社会増に向けた一連の対
策により、持続的な人口構造に転換

  第2期戦略の
  県人口の将来展望

  社人研推計準拠

 平成27年   令和2年    令和12年     令和22年   令和32年  令和42年  令和52年  令和62年  令和72年 令和82年 

社人研準拠
(令和42(2060)年)

高知県の将来展望
(令和42(2060)年)

72.８万人

出生率      1.51

社会減 ▲2,265
平成26～30（2014
～18）年度の平均
　　　　　　　　▲1,974

社会増減は
　一定収束

生産年齢人口の割合
（15～64歳 ）
                55.6%

こ
の
ま
ま
で
は　 

年少人口の割合11.5%  
（0～14歳 ）

老年人口の割合32.9%
(65歳～)　

既婚率 　　　　70.4%
（25~49歳）　
第１子が生まれた年齢
      (平均)30歳

出生率      1.45

令和22(2040)年以降 令和32(2050)年以降

既婚率 　90.7%  （25~49歳）　

令和22(2040)年　出生率  2.07　　
令和32(2050)年　出生率  2.27

第１子を欲しい年齢
        (平均)29.3歳  

令和5(2023)年度に
社会増減±０ 

令和22(2040)年以降、
社会増+1000人

総
合
戦
略
の
施
策
の
展
開　 

現状※第2期戦略策定時
(平成27(2015)年)

39.4万人

生産年齢人口の割合
    （15～64歳 ）
             　47.3%

年少人口の割合9.5%   
（0～14歳 ）

老年人口の割合43.2%  
(65歳～)　

５５.７万人

年少人口の割合　16.7%
 （0～14歳 ）

老年人口の割合　30.9%
 (65歳～)　

生産年齢人口の割合
　　（15～64歳 ）
　                  52.4%

出典：高知県まち・ひと・しごと創生総合戦略

２

県人口の将来展望
高知県人口の将来展望の見通し


